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「三田学会雑誌」93巻 1号 （2000年 4 月）

夫婦家計における 

連続的 • 非連続的就業機会選択の分析（その1)

宮 内 環

1 ノ于ぽ冊

本稿では家計の夫，妻について観測される自営機会と雇用機会の2 種類の就業機会にかんする有 

業率を，主体間で確率的に分布する係数を含む選好指標関数によって叙述する。潜在的供給主体が 

自営機会と雇用機会の2 種類の就業機会に当面するとき，選択肢は，無業， 自営就業，雇用就業， 

雇用および自営の兼業就業の4 つである。家計の夫および妻がこの中から一つを選択する行動のモ 

デルを主体均衡論的に導き，これらの選択確率を叙述するのが本稿の目的である。

これまでの観測によれば，余暇一所得選好の特性は，家計の夫のグループと妻のグループとの間 

で顕著に異なることが示唆されている。総務庁統計局の昭和46〜57年 『就 業 構 造 基 本 調 に よ れ  

ば，非農林業についてみると仕事が主な者で内職就業をしている男子は調査年の各年0.1% 未満の 

割合でしか見いだせず，都市部ではさらにこの割合が低くなる。他方，非農林業の仕事が主な内職

就業の女子は各年2 %程度の割合ながら観察される。以上の観測事実から，観測値の精度から判断
( 2 )

して，男子が内職就業する確率は無視し得るほど小さくゼロと考えても十分良い近似であると考え
( 3 )

られる。他方，女子の内職就業の割合は，無視しえない。このように男女別の内職就業率に関する 

相違は，雇用就業率における差異と同様に，男子，女子各々の余暇一所得の無差別曲線の形状の違 

いを示唆する重要な情報であると考えられる。

一般的に余暇一所得の選好の特性が互いに大きくことなる家計構成員の選好関数を集計するより

( 1 ) いずれも全国編（昭和46年 ：第 5 表，昭和49，52，57年 ：第 3 表，昭和54年 ：第 4 表)，地域編 

(昭和46年 ：地域編その3 の 7 第都市第3 表，昭和49年 ：地域編の10第都市第2 表，昭和52年 ：地域 

編 I Iの10第都市第2 表，昭和54年 ：地域編I Iの10第都市第3 表，昭和57年 ：地域編III2の11第都市 

第 5 表）による。

( 2 ) 筆者の概算によると，男子の内職就業の割合の標準誤差は約0.02%である。

( 3 ) 同じく筆者の概算によると，女子内職就業の割合の標準誤差は約0.06%である。
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も，より選好の特性が似たグループに分割して測定することが分析の効率の視点からも望ましいで 

あろう。上述の観測事実に基づけば，労働供給主体の選好閨数を測定するにあたっては家計構成員 

の選好関数をすべて集計するのではなく，家計構成員を夫，妻のグループに分割して測定すること 

の積極的意義が認められよう。以上の理由から本稿では，労働供給主体を家計の夫，妻の 2 グルー 

プに分割して分析を進める。

労働供給主体である家計構成員は一般的に， 自営就業におけるように労働時間にかんして連続的 

選択が可能な就業機会と，雇用就業におけるように労働時間が指定され，非就業•就業の非連続的

な選択のみが可能な就業機会の，潜在的には2 種類の就業機会に当面していると考えられる。 自
( 4 )  f _

営 • 雇用の 2 種類の就業機会に当面する供給主体の選択は，A 型家計の妻について，すでに小尾 

(1969; 1983)，小尾 • 宮 内 （1998)において最も自律的な理論構成において考察されており，そこで 

は夫の雇用就業を与件として妻の就業機会選択が内生的に叙述され，その確率がモデルによって与 

えられている。他方本稿では，夫，妻が相互依存的に選択をおこなうモデルを構成し，そのために 

妻だけでなく夫の就業機会選択行動も同じく内生的に叙述し，夫婦家計の夫，妻の労働供給確率を 

同時に導く点が本稿の特長である。

さて，夫婦家計の夫，妻の相互依存的就業選択のモデルは，すでにMancer and Brown (1980)， 

Bjorn and Vuong (1984)，宮 内 （1991;1993)において示されている。いずれにおいても妻の到達 

可能な選好指標の値が夫の就業選択に依存し，夫のそれも妻の就業選択に依存するという相互依存 

的なモデルの構成により夫，妻の就業選択を内生的に叙述している。 Mancer and Brown, Bjorn 

and V uongは夫，妻について互いの就業選択によってシフトする間接効用関数により，各々の就 

業選択を主体均衡論的に導いている。他方，宮 内 （1991; 1993)は雇用機会に限定し，指定労働時 

間をふくむ余暇一所得の制約条件と余睱一所得選好指標関数を明示的に設定して夫，妻の就業選択 

を主体均衡論的に演繹する。 Bresnahan and Reiss (1991)， Reiss (1996) はこうした図式が家計の 

労働供給に限らず， Reiss and Spiller (1989)， Bresnahan and Reiss (1990)， Berry (1992) にあ 

るように独占• 寡占的市場への参入を叙述するなど広く適用可能であることを示している。

本稿では家計全体の余暇一所得の選好関数ではなく，二人家計の家計構成員の各々の選好関数を 

設定した。このモデルにおいては，各構成員の就業機会の諾否の選択は各自の選好関数に基づいて 

なされ，各構成員の選択は制約条件を通じて相互依存的である。この意味で本稿の構成もMancer 

and Brown，Bjorn and V uongの研究と似た特長をもっている。一方本稿がこれらと大きく異なる 

点は，労働時間の選択について互いに異なった特性をもつ就業機会である内職機会と雇用機会とを 

明示的にとりあげ，これら2 種類の就業機会の余暇一所得にかんする制約条件を明示的に設定した

( 4 ) 不特定数の15歳未満の子供と一組の夫婦によって家計が構成され，かつ夫が雇用就業している家 

計を指す。
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ことである。雇用機会では供給主体が企業の指定する労働時間を大幅に越えて就業したり欠勤•早 

退を繰り返すことが困難であることが知られている。この理由から雇用機会では労働時間は企業に 

よって指定されており， 自由に労働時間を選択出来ないと考えるのが自然であろう。 自営機会では， 

供給主体が労働時間を自由に選択できる。この意味で性質の異なる2種類の就業機会の選択肢を余 

暇一所得の選択の制約条件として明示的に設定し，雇用機会と自営機会に関する選択行動を導くの 

が本稿のモデルである。

本稿での自営機会と雇用機会を分ける方法に対し， Ashenfelfter and Heckman (1974)，Heck­

man (1974a, 1974b)は，供給主体は比較的長い計画期間において雇用機会の場合でも，供給主体 

が労働時間を選択できるという認識のもとに，雇用機会， 自営機会の別を問わずに女子の有業率方 

程式の推定を行った。この研究の貢献は， “reservation wage” の概念を導入することによって， 

プロビットモデルを用いて推定された有業率方程式が，余暇一所得の無差別曲線の限界代替率の分 

布を識別しているという解釈を示したことにある。

これに対し，小 尾 （1969; 1983)，樋 ロ （1982)，松 野 （1988)，小 尾 • 宮 内 （1998) は理論の検証可 

能性の要請から観測の単位期間を1 年としてA 型家計妻の有業確率方程式の測定を自律度の高い 

理論構成によっておこなっている。小 尾 （1969 ; 1983)，小 尾 • 宮 内 （1998) は臨界核所得概念を導 

入し，A 型家計の余暇一所得の選好関数および就業機会の余暇一所得にかんする制約条件を明示 

的に設定して分析をおこなった。樋 ロ （1982)，松 野 （1988)は同様の理論構成により，A 型家計妻 

による複数雇用機会の選択，世帯主以外の複数世帯員による雇用機会の選択を各々叙述している。 

これらの分析には，家計全体の選好関数が設定されていると理解される。

夫，妻各々の就業選択を主体均衡論的に導くにあたって， Mancer and Brown, Bjorn and 

V uongにおけるように家計構成員個人の間接選好関数を設定するのではなく，小尾，樋ロ，松野， 

小 尾 •宮内らにおけるように選好閨数と制約条件を明示的に設定する自律度の高い理論構成を採用 

してこの選択確率の叙述をおこなうのが本稿のモデルであると言える。

第 2 節では，夫婦家計の就業機会選択について夫，妻の相互依存的な選択行動を主体均衡論的に 

導き，そのモデルについての報告を本稿（その 1 ) で行う。本 稿 （その 2 ) では，先ず第 2 節の議 

論をもとに内職機会 • 雇用機会にかんする夫婦家計の夫，妻の選択確率のモデルによって夫婦世帯 

の夫，妻の有業率の観測値にたいする理論的対応物をしめす。つぎに選好関数のパラメータにかん 

する理論的制約条件を明らかにし，ノヽ。ラメータ測定結果について報告する。

2 都市型夫婦家計の内職機会， 雇用機会選択のモデル

無業，内職就業，雇用就業，雇用および内職の兼業就業の4 つの潜在的な選択肢の中から夫婦世 

帯の夫と妻がこれらを選択する確率を叙述するモデルを展開する。農林漁業世帯や事業所をもつ世
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帯を除く一組の夫婦および15歳未満の不特定数の子供とから成る家計（以 後 「都市型夫婦家計」と呼 

m ! ) の夫と妻の内職機会• 雇用機会の選択のモデルについて述べる。雇用就業機会においては，供 

給主体は自由に労働時間を選択できず，労働需要側によって労働時間は指定されていると考えられ 

る。この場合，労働需要側が提示した時間当たり実質賃金率と指定労働時間の組み合わせの雇用就 

業機会を受諾し就業するか，拒否して就業しないかの選択を供給主体は行う。他方，内職就業機会 

では供給主体は労®！時間を自由に選択可能である。以下に示す図式は，夫婦家計の夫と妻が行う内 

職機会 • 雇用機会の選択を叙述するものである。

2 . 1 夫 • 妻の所得-^余暇の選好関数と制約式

記述の煩雑さを避けるために，本稿では以下，特に必要の無い限り夫または妻を示す添字んw 

を添字y で示す。即ち，j = h ，w であも。

まず，選好関数の特定化において変数を次の様に定_ する。

家計の実質総所得 : X  ( X > 0 )

夫 （妻）の余暇：ル ( 0 < A j < T )

ただし， T は単位期間における個人の処分可能な総時間である。夫と妻の所得一余暇の選衣子指標 

を各々の, と⑵奶としたとき，選好指標関数は，

cOj=^r/jiX2+  / j2X  +  y^XAj^r アパル+ 各アガ/1| ⑴

ただしアバ三ア?4+か•め

( 6 ) L
か， 7ル か，ア％，W 4 , かは家計間で共通の選好関数のパラメータでアバ三—1 とノーマライズす

( 7 )

る。か は ，夫 （妻）の余暇の限界効用の切片で家計間で散らばる確率変数である。めは

l o g e  U j 〜 N 、m j ，a f )  ⑵

( 8 )
なる対数正規分布に従う確率変数である。

( 5 ) 農林漁業世帯は生産のための資産を保有している場合が多く，この資産の有無が，自営•雇用をめ 

ぐる就業の選択に影響を与えるであろう。この理由から分析の対象を農林漁業世帯や事業所を持つ 

世帯を除く夫婦世帯に限定し，都市型夫婦家計の就業機会選択について考察を限定する。都市型夫 

婦家計の就業選択に関する襯測値は資料の制約から直接には得られないが，A 型家計の妻の就業選 

択にかんする小尾，宮 内 （1998)第 5章の資料と，『就業構造基本調査』資料を組み合わせ，これら 

を都市型夫婦家計の概念にてらして可能なかぎり統御し，夫 •妻の有業率の推計作業を行い，これを 

本稿のモデ ル の パ ラメ一  タ推定のための観測値として用いた。

( 6 ) これらのパラメータが家計間で共通となるように，直接に観測可能な因子（年齢，子供の人数等） 

によって，家計群の資料を統御できることを意味する。

( 7 ) 直接に観測可能な因子によって資料を統御してもなお，かのパラメータが家計間で散らばること 

を意味する。
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次に，余暇一所得の制約条件について述べる。変数を

h

Vj

W j

h

hj

家計の非就業実質所得（外生変数）

夫 （妻）の内職就業機会の時間当たり実質所得創出率（外生変数） 

夫 （妻）の雇用就業機会の時間当たり実質賃金率（外生変数）

夫 （妻）の雇用就業機会の指定労働時間（外生変数）

夫 （妻）の総労働時間（内生変数）

夫 （妻）が雇用就業の受諾を示す変数（内生変数）

丨夫（妻）が 雇 用 就 業しない時： も=0 

1夫 （妻）が 雇 用 就 業 す る 時 ： ゐ=1

と定義する。

さらに夫と妻の各々の保証所得 / ? を次の様に定義するC

ただし

I%=Ia^ \ ww~  Vw) hwdw^r Vwhw

^dw=0 の 時 ：Q<hwく T  

= 1 の 時 ：hwくhwく T

I 0w三 + { Wh — Vh) hhdh^ Vhkh

「ム= 0 の 時 ： ぐT

⑶

⑷

ただし
ん= 1 の 時 ： T

妻の労働時間 / ^ には，妻が内職就業する場合には，妻の内職就業の労働時間数が代入され，妻が 

雇用就業のみする場合には，妻の雇用の指定労働時間んが代入され，さらに妻が雇用と内職の兼 

業就業する場合には，妻の雇用の指定労« 時間んと内職就業の労働時閫数の合計が代入される。 

夫の労働時間hhについても類推的である。

夫 （妻）の所得一余暇の制約条件は，保証所得乃をもちいて

A j = T - h j

ただし^

⑶

(6)

\d j=0  の 時 ：0 < h j < T  

も= 1 の 時 ：Ejくh j < T

となる。 （5)式が夫の制約条件であるとき（ノ•=み)，右辺第 1 項 パ は I ， を含むので妻の選択 

の結果によってシフトし， （5)式が妻の制約条件であるとき { j = w ) 同じく右辺第1 項 / 1 は夫の

( 8 ) 五(吣) = 1 としたので，対数正規分布の性質により，吸；ニー+  # となる。 したがって；04の分布 

はァ％，S およびのの値によって定まる。
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選択の結果によってシフトするので，こうした夫，妻の制約条件のシフトを通じて夫，妻の就業選 

択は独立ではなくなる。

制約条件 (5)， （6)式を図で示すと，図 1 の様になる。図 1 は夫または妻の所得一余暇の選好場で， 

横軸は夫婦家計全体の所得^ :，縦軸は夫または妻の各々の余暇A；•である。点 G は点 ^:から X 軸 

におろした垂線の足で，原点 0 から点 G までの長さが， （3)， （4)式で定義した保証所得 / ? である。

•軸上の線分O rの長さは，観測の単位期間（本稿では1年）における夫または妻の処分可能な総 

時間である。点 r を通る水平線 rデ と点 c との距離は，雇用機会の指定労働時間h である。線分 

は内職就業の所得一余暇の制約線，破線奴 : は雇用就業の制約線，線分めは雇用と内職の兼 

業就業の制約線である。破 線 a c が垂線 a G となす角度は，雇用の時間当たり実質賃金率W jを示 

し，沒三Z a z G とすると ta r^  = 的である。他方，線分仏B が垂線びG となす角度は，内職の時間 

当たり実質所得創出率巧を示し，グ三Z B c G とすると，tanゲ= 巧で，線分仏B と線分めとは 

互いに平行である。無業の場合には，点 c に位置し，雇用就業のみの場合には，点 c に位置する。 

内職就業のみの場合には，線 分 上 の 点 c を除く一点に位置し，雇用と内職の兼業就業の場合 

には，線分 c D 上の点 c を除く一点に位置する。

図 1 の線分 a B 及び線分 c D の方程式は，h j を媒介変数として各々，次の（7)式， （8)式の様に示 

される。

(7)， （8)式をまとめて，所得一余暇の制約条件(5)， （6)式を得る .

2 . 1 . 1 最適労働時間と選好関数のパラメータ

内職就業に関する所得一余暇の制約条件(7)式のもとで， （1)式の選好指標を最大にする最適労働 

時間衫を求めると，

\ x = r ^ v j h j

[ A j = T - h j  (ただし 0くhjく T)  

X = I j - \ - ( w j — Vj) h j +  Vjhj 

A j = T - h j  (た だ し 反 ;•くんC T )

図 1 所得一余暇選好場と制約条件
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厶* — ( 7 i i / ? +  / i 2 +  7 j 3 T ) v j  +  ( y j 3 l j +  7 i4 +  T )  ( 、

3 了j i v j - 2  了j3Vj+7j5

である。 （9)式の分母の符号は負であることが要請される。ここで，所得一余暇の選好関数の特性 

に関して余暇，所得はともに正常財であるとすると，

dhf
di°j < o  (10)

でなければならない。 （9)式より

dhf _  —K7jiVj—7j3j 
dPj — 了:nV2j - 2 了j3Vj+7j5

であるが， （11)式の分母は負であるから，| < 0 が成立するためには，即ち余暇，所得がともに 

正常財であるためには，アn V f  7J3<0でなければならない。

2 . 2 無業，内職就業，雇用就業，雇用と内職の兼業就業の選択

第2.1節で定義された保証所得 / ? の概念を用いて，夫と妻は次のように就業の選択を行うとする。 

夫は保証所得八を与件として，所得一余暇の制約条件(5)， （6)式の下で， （1)式で定養された選好 

指標收を最大にするように， 自らの労働時間 / ^ の値を選択する。一方，妻は保証所得れを与件 

として，所得一余暇の制約条件 (5)， （6)式の下で， （1)式で定義された選好指標如を最大にする 

ように， 自らの労働時間 / ^ の値を選択する。

所得一余暇の制約条件が(5)， （6)式の様に与えられたとき，個々の主体の無業，内職就業，雇用

一  一 （1 1 )
就業，雇用と内職の兼業就業の選択の図式は，小 尾 （1983，pp. 260-266)において示された。ここ

( 9 ) 宮 内 （1995)第3.2.1節の議論を参照。

( 1 0 )小 尾 （1969)において示された妻の供給限界/ ^ に関する^ f < 0 の条件は，A型家計の妻の観測

される雇用就業確率が家計の所得水準と負の相_ をもつという観察事実（ダグラス一有沢法則）か 

ら要請されていた。他方，本稿で考察の対象となっている夫婦家計の夫について，その供給限界/^

に関する• の符号の正負は，今後の当該モデルの検証作業のなかで検討される必要がある。ダグ

ラス一有沢法則については，Douglas (1934)，有 沢 （1956)，辻村，佐々木，中 村 （1959)を参照。 

なお，所得一余暇の選好指標関数が⑴式の様に2 次関数であるときには，この条件は，消費者行動 

の理論における支出拡張線に相当するところの所得一余暇の軌跡が，所得一余暇の選好場において 

右上がり，すなわち余暇，所得は正常財であることと同値である。この点については，宮 内 （1991 
b ) を参照。

( 1 1 )変数 / ? は，小尾においては核所得に相当し外生変数であるが，本稿では変数/?が内生変数であ 

る点が異なる。
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では，図 2 - i )〜v i)を用いて，その概略を示す。

図 2 - i )〜v i)では， （5)， （6)式によって与えられる所得一余暇の制約線が延張され，線分仏B は 

延長されて直線び5 が，線 分 め は 延 長 さ れ て 直 線 め が ，そして線分 ^ : は延長されて直線 ^ :  

が各々描かれている。点 ^:を通る無差別曲線と直線奴：との交点を点w とする。直 線 a B と無差 

別曲線との接点を点J とし，点 d において直線仏B と接する無差別曲線が直線c c と交わる点を，

点 mr とする。点 J が点 a より下に位置する場合には直線び5 に点 d において接する無差別曲線
(12)

は，直線此との交点を 2 個もつが，これら2 つの交点のうち下に位置する点をとする。また， 

直線めと無差別曲線との接点を点 e とする。さらに点 c を通る水平線が線分と交わる点を  

点尸とする。

hj

hj

A j Aj

hj

図 2 所得一余暇選好場と就業機会選択
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図 2 - i )では，接点ゴは点びより上にあり，かつ交点桃は点 c よりも上にある。この場合には， 

無差別曲線の原点への凸性により，点 ^:を通る無差別曲線が，点 c 以 外 の 点 に お い て 線 分 上  

のいかなる一点を通ることもあり得ず，かつ，線分必上で接点を持つ無差別曲線も存在し得ない。 

従って， （5)， （6)式によって与えられる制約線上の点のうち，点 c が最も高い選好指標を与え， 

即ち無業が選択される。

⑴ - 2 )

図 2 -出では，接点ゴは点 ^:より上にあり，かつ交点m は点 c よりも下にある。この場合，余 

暇，所得はともに正常財であるとの（10)式の条件により直線 c D 上の無差別曲線との接点 e は点 

ゴよりも上にあり，かつ無差別曲線の原点への凸性により，線分め上で接点を持つ無差別曲線は 

存在し得ない。線分び5 上で接点を持つ無差別曲線も存在し得ない点は，図 2 - i)の場合と同様で 

ある。従って，点 ^:を通る無差別曲線と線分めとの交点と，点 c との間にある，線 分 c/)上の 

点はいずれも線分^ B の任意の点よりも高い選好指標を与え，かつ，線 分 上 の 点 は 上 の 点 ほ ど  

高い選好指標を与える。そこで，制約線上の点のうち点c が最も高い選好指標を与え，即ち雇用 

就業が選択される。

(II)-l)-i)

図 2 - iii)では，接点ゴは点 ^ :と点尸の間にあり，か つ 点 は 点 c よりも上にある。この場合， 

点ゴを除く線分び丑，および線分 cZ)上の任意の点における選好指標は，点ゴにおける選好指標 

よりも低いことは自明である。従って，制約線上の点のうち点ゴが最も高い選好指標を与え，即

⑴ -1)

( 1 2 ) 点 m はび点を通る無差別曲線と直線a c との交点であり，一方，点 は 線 分 に 点 J で接す 

る無差別曲線が直線a c と交わる点であることに注意せよ0 点 J が点びと一致する場合には，点、m， 
は点m と一致する。

点 は ，点ゴが点^:より低く，点 c より高く位置する時，点、d  (内職），点 c (雇用）のいずれ 

における選好指標水準がより大きいかを判別するために設定されている。点 J の位置が，点 c の高 

さと同じかまたは低い場合には，点ゴより点c が選好されることは自明である。一方，点、d が点、a 
より上方にある場合には点ゴは選択できないので，点、a (無業）と点c (雇用）における選好指標 

の大小問題は点m と点c の高さによって判別きれ，これは点d が点a に一致する場合にも同様で 

ある。したがって，点 ゴ （内職)，点 じ （雇用）における選好指標の大小は点J が点 c より下方，

点 c より上方に位置する場合に，より立ち入った考察が必要となる。

さて，点ゴが点^:より下方，点 c より上方に位置する場合には次のように考えられよう。すなわ 

ち点ゴから右下方に向かって伸びる無差別曲線が点c より下を通れば（点 が 点 c より下に位置 

すれば）点 c が点ゴより選好され，上を通れば（点 mfが点じより上にあれば）点 d が点 c より選 

好される。したがって，点ゴ，点 c における選好指標の大小を調べるためには，直線仏B 上の接点 

ゴから右下方に伸びる無差別曲線と直線びc との交点をm：とし，点 と 点 c の高さの比較を行え 

ばよいことになる。

( 1 3 )交点所が点びよりも上にある場合も含まれる。
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ち内職就業が選択される。

図 2 - iv )では，接 点 Wは点 ^ :と点尸の間にあり，か つ 点 は 点 c よりも下にある。この場合， 

余暇，所得はともに正常財であるとの（10)式の条件により直線 c D 上の無差別曲線との接点 e は 

点ゴよりも上にあり，かつ無差別曲線の原点への凸性により，線分め上で接点を持つ無差別曲 

線は存在し得ない。点ゴを除く線分びB ，および点ゴを通る無差別曲線と線分W との交点より 

下にある，線分め上の任意の点における選好指標は，点 J における選好指標よりも低い。従っ 

て，点 J を通る無差別曲線と線分W との交点と，点 c との間に存在する，線 分 cZ)上の点はい 

ずれも線分の任意の点よりも高い選好指標を与え，かつ，線分 W 上の点は上の点ほど高い選 

好指標を与えるので，制約線上の点のうち点c が最も高い選好指標を与え，即ち雇用就業が選択 

される。

(II)-2 )-i)

図 2 - v )では，接点ゴは点 / 5 より下にあり，かつ点 e は点 c よりも上にある。点 J を通る無差 

別曲線と線分 cZ )との交点と，点 c との間に存在する，線分上の点はいずれも線分仏 B の任意 

の点よりも高い選好指標を与える。直線めと無差別曲線との接点は点 c より上にあるから，無 

差別曲線の原点への凸性により，線分め上で接点を持つ無差別曲線は存在し得ないので，線分 

出上の点は上の点ほど高い選好指標を与える。従って，制約線上の点のうち点c が最も高い選好 

指標を与え，即ち雇用就業が選択される。

(II)-2)-ii)

図 2 -v i)では，接点ゴは点尸より下にあり，かつ点 

制約線上の点の中で点e が最も高い選好指標を与える 

雇用および内職の兼業就業が選択される。

以上の結果をまとめると次の様になる。

(I)接点ゴが点 g よりも上

1)交 点 m は点 c よりも上 

点びを選択（無業を選択）

2)交 点 m は点 c よりも下

点 c を 選 択 （雇用就業を選択）

(n)接点 Wが点 c よりも下 

1)接 点 J が点尸よりも上

i)交点 m’が点 c よりも上

点 d を 選 択 （内職就業を選択）

ii)交点 mrが点 c よりも下

e も点 c よりも下にある。この場合には， 

ことは， 自明である。従って，点 ら 即 ち
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点 C を 選 択 （雇用就業を選択）

2)接点"が点尸よりも下

i)接 点 e が点じよりも上

点 c を 選 択 （雇用就業を選択）

ii)接点 e が点 c よりも下

点 e を 選 択 （雇用と内職の兼業就業を選択）

2 . 3 保証所得 i l の水準と選択される労働時間んとの対応

第2 .2節の議論をもとに，所得一余暇の制約条件(5)， （6)式の下で選択される労働時間んを，保 

証所得 / ? の関数として示すことができる。その目的のために，先ず / ^ ，Hf,  H f \  の 4 つの 

関数を定義する。H f，H?，H f \  の各関数は，各々，図 2 - i )〜v i)における，点ゴ，点 m,

点 m，，点泛の水平線 r r ，から下の方向への距離を，保証所得 / ? の関数として示す。ただしこれら 

の点が水平線 r r ，よりも下の領域にある場合には，Hj, H f，H f \  の各関数は，正の値をと 

り，水平線厂バよりも上の領域にある場合には，負の値をとるものとする。

I/ ブ関 数 (1)式の選好指標を，直線仏B によって示される内職就業に関する所得一余暇の制約条 

件のもとで，最大にする労働時間が丑ブである。直線仏B の方程式は，んを媒介変数として，

[ A j = T - h j

と表せるから，万ブは，

j j d =  —(X/1め —アゴ3)ん + {—(ハ 2 + 7 j 3 アJ4 + ア フ  / ( ⑵

が？関数点びの座標は，（足 ん )ニ⑴，力であるから，点なを通る無差別曲線の選好指標叫は，

C0a=^7ji (n)2^  7J2I°J+ r j sI° jT+7MT+^-7j5T2

である。従って，点 (2を通る無差別曲線の方程式は，

coa =- j-yj \X2 +  yj2X  +  y^XAj  +  Yj4Aj+^-yj5Aj

で与えられる。これら二つの式の左辺を等置して，さらに， 乃+ 奶んおよびん =ア  

一んを代入し，んについて解けば月7 閨数を得る。

『ニ 一 （7 i l 购 一 ハ 3 )乃 +  { — （ァゴ2 + ハ 3 フ ノ 购 + ァゴ4 + 广 5 ア } ( 1 3 )

y  (7n W j - 2  yjs Wj +  ァゴ5)
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関数点ゴの座標は，( X ，八わ={巧+ VjHi，T  — H f ) であるから，点ゴにおける選好指標水準

COd は，

cod= 4 r r M ^ + v j H f ) 2+  r M ^ v m + ^ ( / ? + vjHf)( T  -  Hj )

+ /i4( T  — Hf)  +  T  — H j) 2

である。点ゴを通る無差別曲線は，

cod= ^ 7 j i X 2 r̂ yj2X  +  Yj3XAj Jr y ^ A j + ^ r ^ A j

であるから，月T 関数を得るには，これら二つの式の左辺を等置して，さらに，X = I 3  

+ 购 ん お よ び ん —んを代入し，んについて解けば良い。この方程式は，次のんにつ 

いての2 次方程式となる。

ただし

A h 2j +  B h j + C = 0

^4 — q ( Y j i ^ j  — 2 Y j s W j ァ力）

B  三(か  Wj -  /is) Ij  +  ( 7j2 +  7j3 T ) wj- — /is T

C* 三—{~^Y：n^jHi、2IQj JrVjHf) +  jjiVjHj

一 y j s H K n - v / T  七 VjHf) 一 y^Hj  

~ ^ r j s H K 2 T - H f ) }

(14)

ここで，

Fj(s)  =  7jis-7j3

FKs)  =  一 (7j2 + / j 3T)s +  7j4 +  7j5 T  

F j(s) =  YjiS2 -  2 YjsS +  yjs

なる関数を導入すると（14)式の係数A ，B は，

A = ^ - F zj{ wj)

B  =  F K w J)I°j - F yj {wj)

であるo 他方，Hすは，

TT,  - F K v j ) I ^ F K v j )
n  尸  F if e )

(15)

(16) 

(17)
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であるから，これを（14)式の係数C に代入して整理すると

C: 1 1
2 F%vj) { F K v j ) I ° j - F K v j ) } 2

を得る。これらの係数A ，B ，C を（14)式に代入してんについて解き， 2 個ある解の大なる 

方をHデすると

ただし

H f = a + b I oj + ^ e + f I o+ g I f

— FKwj)
' F%wj)

FKwj)

(18)

b =  —F%wj)

[餐語}2- F |(ふ ■ 綱 2

f 三一1

FKvj)2jFK wj )  
I Fj(wj) F%wj) F K vj)- 

を得る。

〖関 数 （1)式の選好指標を，直線めによって示される内職就業に関する所得一余暇の制約条件 

のもとで，最大にする労働時間が月7 である。直線⑷の方程式は，んを媒介変数として，

{ X  =  I°j Jr{wj -Vj )  h^Vjhj  

[ A j = T - h j

と示されるから，

H ej
一 （ア” 巧•一 ァゴ3 ) { / ? + ( 购 一 巧 ）/ ^ } 一 、アゴ2 +  r ^ T ) v j Jr  r ^ + y j s T

r n v i ~ 2 r ^ v j + r ^
(19)

を得る。

2.4 H f，H]\ H f ，月7 の各関数の_ 係とその形状

第2.1 .1節で設定した（10)式の条件によって，図 2 の接点ゴよりも，接 点 e がより高い位置にあ 

る。また，無差別曲線の原点への凸性により，接点ゴよりも点がより低い位置にあり，同じ理 

由により，m 点の高さは点の高さを越えることはない。m 点と m，点とが等しい高さになるの 

は，接点ゴが点びに一致した時のみである。従って，Hザ，HT，H f ， の各々の関数の相互の大 

小関係は，次の通りである。
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次に，Hf, Hf ,  H f ,  H ej の各々の関数の形状について整理しておく。 H ej が左下がりの 

直線で， H f と出とは互いに平行である。丑f は上に凸の2 次曲線で1 点で i / f に接している .

(15)， （16)， （17)式の関数で表すと， i / f '関数は， （18)式に示された通りである。残りのがブ， 

奶の各関数は，

Rd_ F K v j )  | - F K v j ) ro (20)
仏 — 巧）+  h  咖

F ^ )  h  U lj

JJP — F K  V j ) (  W j  -  V j )  h j  + F yj{vj) -  F K  V j )  To f n n )

H j =  F jf e )  +  F % v j ) l j  (22)

と示すことができる。
(14)

関数 F f (的 )，F zj( wj) の符号は，負であることが要請される。

他方，関数 F J O A F f f e )の符号は，第2.1 .1節での結論より，同様に負である。従って， （20)， 

(21), (22)の 各 式 か ら の 各 関 数 は ， に関して1 次式であり，かつ減少関数であるこ 

とが分かる。

また，万T 関数は， / ? に関して 1 次式ではないが， となるような / ? の水準において， 

が？に接することを示すことができる。丑ブ= 0 となる時，図 2 の点ゴが点 ^:に一致する。この時 

図 2 の点 m が点 mr に一致することは明らかである。

先ず，月7 = 0 となるような保証所得 / ? の水準を / ザ* と定義すると，パ * は， （20)式の左辺をゼ 

ロとおき，これを / ? について解き，その解が / f 4である。従って， （20)式より

FKvj)
リ FKvj)

を得る。 （23)式の右辺を， （21)式の右辺の / ? に代入すると，

rrm(ド 、 J f K w j )  F K w j ) F K v j )  

八  j  F % W j ) F K v j )

さらに， （23)式の右辺を， （18)式の右辺の / ? に代入すると，

(23)

(24)

( 1 4 )詳細は宮内 (19995) 3.2節を参照せよ。
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を得る。 i ^ O i ) < 0 であるので(25)式より，

i) F%Wj) -  F ^ ^ Vj) >0 の時 

H f ( I ^ ) = 0

ii) F% wj) ~  F f ^ F f Vj) <  0 の時

J尸 '(パ*) ニ o [ F yj{wj) Fj (  Wj)F^(vj)

(25)

F zj{wj) F M F K v j )

となり，

(26)

の成立する時に， と と が 互 い に 等 し く な る 。

次に， 打* の時の i / f 関数の微分係数を調べる。 i / f を/?で偏微分すると

d H f _ b{ f + 2gl°j
(27)

^  2/~e+fI°j+gIf

(27)式の係数ろ，も / ，ぎは， （18)式で定義された係数である。 （23)式の右辺を， （28)式の右辺の /? 

に代入すると，

d m
di°j

-2 FKwj)  \n { w ；) F K w j ) F K v d
= F K w h) | F%wj)2 じハ〜ノ FKvj)

lUlf* F%Wj) o I 1 iF%Wj) F K wj) F K vj) '
(28)

"V FKwj)2 V FKvj)

を得る。Fj( Wj)<Qであるので(28)式より，

i)

d H f

F K wト 杈 鹄 ぼ > 0 の時

di°j

ii) n w - 枝 ^ ⑷ < o の時

d H f
di°j

— , F K w j )  
"0=バ *_ F%wj)
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となる。他方， i / r 問数は， （2 i)式より， / ? に関して1 次式でその傾きは一2 ^ ^ であるので，

F f (购 )一こ^ ^ ^ < 0 の条件の下で^ -  o ず は / / ? 関数の傾きに一致する。

以上の結果から，F K w j ) -  r j ^ l F^ < 0 の条件の下で，丑f 関数は /? = 打 * の時に月7 関 

数に接することが分かる。

2 . 5 保証所得パの水準と就業機会選択

第2 .3節において導入された所， の_ 数群を孖閨数群と呼ぶことにする。第2.2節 

の結論と，この / / 関数群を用いて，保証所得パの水準と，夫婦家計の夫や妻が行う無業，内職就 

業，雇用就業，雇用と内職の兼業就業の就業機会選択を対応付けることができる。先ず， H i  Hf ,  

月r ，切の大小関係と無業，内職就業，雇用就業，雇用と内職の兼業就業の就業機会選択との関係 

は次のように整理されるo 

(I) H f <  0 の 時 （接 点 d が点 c よりも上）

く ん の 時 （交点桃は点じよりも上）

無業を選択

2 ) H ? > h j の 時 （交 点 m は点 c よりも下）

雇用就業を選択

の 時 （接 点 d が点、以よりも下）

1)H f  く h j の 時 （接 点 d が点尸よりも上）

i) H f <  h j の 時 （交点 m fが点 c よりも上）

内職就業を選択

ii) H f > h j の 時 （交点 mrが点 c よりも下）

雇用就業を選択

2) H f >  h j の 時 （接 点 d が点尸よりも下）

i) H K  h j の 時 （接 点 e が点 c よりも上）

雇用就業を選択

ii) H ej >  h j の 時 （接 点 e が点 c よりも下）

雇用と内職の兼業就業を選択

H 関数群はいずれも保証所得 / ? の関数であるから，H I  H f，H f \ H ej の大小と就業機会選択と

( 1 5 ) この条件は，選好関数のパラメータの領域に関する理論制約についての考察において吟味される。
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の対応関係によって，保証所得の領域と就業機会選択とが対応付けられる。この対応関係を図3 に 

よって示した。

図 3 には図3 - i )と図3 - ii)の 2 通りの図が示されている。横軸はいずれも保証所得乃で，縦軸 

はH f，H]1，H f ，H 5の値を示してある。原点 0 から縦軸上の点 s までの長さは，指定労働時間ん 

を示す。破線ゴは水平で，横軸からの高さは指定労働時間£ •である。O rの長さは総時間：T を 

示す。H f とH f との接点の横座標は， (23)式に示された / ， に常に等しい，即ち，I ” はH f = 0  

となる保証所得の水準I， においてH]1とH f とが接するという点は，第2 .4節での考察の通りで 

ある。

図 3 - i )では H ? とH f との接点が水平線s s 'よりも上に位置し，図 3 - i i )では反対に水平線 ssr

図 3 -ii) 【ケース B】 ニ く  hj 

図 3 H 関数群と就業機会選択
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よりも下に位置している。が？と丑r との接点の縦座標は， 関数またはがf 関数の右辺の保証 

所得乃の変数に / / * を代入した値月了(乃* )または，丑 に よ っ て 与 え ら れ る 。これらは常に 

等しいので， / / 兴" * ) 三がデ( /，*)である。図 3 - i)，図 3 -i i)では各々，

> hj (29)

く hj (30)

の成立する場合が示されており， （29)式の成立する場合を（ケースA ) と呼び， （30)式の成立す 

る場合を（ケースB ) と呼ぶことにする。第2 .4での考察によれば，内職就業のみを選択するのは，

' H f > 0  

 ̂ H iく hj 

、H f <  hj

の条件の時であるが，図 3 - i i )に示された（ケースB ) においては，この条件を充足し，内職就業 

を選択するような保証所得 / ? の領域が現れるが，他方，図 3 - i )に示された（ケースA) において 

は，この条件を充足する保証所得 / ? の領域が存在せず，いかなる保証所得の水準においても内職 

就業は選択されない。

の大きさは（24)式に示される通り，選好関数のパラメータおよびwh v j に依存してい 

るので，観測される购，巧を与件とすれば，選好関数のパラメータの領域によって（ケースA)

と （ケースB ) とが分かれる。

序論で述べたように，内職就業をしている女子は約2 %程度観察されるが，内職就業をしている 

男子は全体の0.1%に満たない。そこで，本稿で考察の対象とする都市型夫婦家計の母集団におい 

て，夫が内職就業を選択する確率はゼロであり，妻が内職就業を選択する確率はゼロではないとす 

る。すなわち，観測される雇用の時間当たり実質賃金率助^如奶および内職の時間当たり実質所 

得創出率 vh, らのもとで，都市型夫婦家計の夫の所得一余暇の選好関数のパラメータは，

m ( W ) > h h (31)

を充足する領域にあり，他方妻のパラメータは，

h w (32)

(16)
を充足する領域にあるとする。

( 1 6 ) これらの条件を充足するためのパラメータの領域についての具体的考察は本稿（その2 )，第 4 節 

において示される。
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さて， が成立する保証所得の水準，良Pち保証所得 / ? に関する方程式丑ブ( /? )= 0の解を / f 4 

と定義し， （23)式に示したが，新 た に を 次 の よ う に 定 義 す る 。

rm̂

jmr̂

I T

Hf{r j )  = h j の /?に つ い て の 解  

=  h j の /?に つ い て の 解  

H% I°j)= h j の J ? についての解

/ ? * は， （21)式の右辺をんとおいた方程式の / ? についての解である。

- ^ F K w ^ h j + F K w j )
i r = — : Ff(wj)

同様に， / r は， （22)式の右辺をんとおいた方程式の乃についての解であるc

re 永— 711 / -丨 F y人 Vj) + [了抓一了Q h j  
h  购ん + ---------- F i f e ) -----------

(33)

(34)

/ f * は， （18)式 の 右 辺 を と お い た 方 程 式 の / ? についての解であるが，これは， （14)式の左 

辺 の ん に を 代 入 し た 式 を / ? について解くことと同じである。 （14)式の左辺のんに I を代入 

し， / ? について整理すると，

到 2 +  が ，?+ (7  ニ 0

r „ _ i  FKvj)2
一  2 F%vj)

(35)

ただし

1

B '魂 ^ - 座 ^

C r=~^ ズ: )、 ^ j) hj+-^-Fj( wj) h /

(36)

を得る。 （35)式を / ? について解き，大なる方の解が / f * である。

尸が* - F K w j ) F K v j ) h j + F K v j ) F K v j )  +  /D[_
ん — FKvj)2

D ' 三 { F ^ W j Y F  氕  v d  —  F f ( V j ) 2F  氕  w j ) ) F  久  v j )  h /

しし + 2 {F K v j ) F K w j) - F K w j) F K v j ) } F K v j ) F K v j ) h j

以上の様にして導出されたi r ，/ f  *，I f およびバ* の関数群を / * 関数群とよぶことにする。 /* 

関数群は，就業機会選択を保証所得の領域に対応付けるときの，保証所得の領域を仕切る境界であ 

る。この様に分割された保証所得の各領域の / ? の値に対し，その/?の水準において選択される労
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hw = 0 (無業）

hw = H%{Pw) (内職就業）

hw= h w (雇用就業）

hw = H ew{ I l ) (雇用と内職の兼業就業)

hh=0 (無業）

kh= k h (雇用就業）

hh = H eh(I0h) (雇用と内職の兼業就業)

(ケースB )妻が選択する労働時間

表 1 保証所得の領域と選択され労働時間

(ケースA )夫が選択する労働時間

働時間を対応づけることができる。無業，雇用就業の場合は各々，ん= 0 ,ん で あ る 。内職就 

業の場合には，对関数の値が内職就業の労働時間を示すから，h j = H 吠巧）である。雇用と内職の 

兼業就業の場合には，奶関数の値が雇用と内職の労働時間の合計を示すから，h j = H e人巧）である。 

保証所得の各領域の乃の値に対し，その /S の水準において選択される労働時間は表1 に示す通り 

である。ただし， （31)式 に よ り （ケース A ) は夫が選択する労働時間を叙述し， （32)式により 

(ケースB ) は妻が選択する労働時間を叙述する。

以上の結果を用いると，妻の保証所得 / 0如を夫の保証所得八の関数として示すことができ，逆 

に夫の保証所得パを妻の保証所得れの閨数として示すことができる。

妻の保SE所得は，夫が選択する労働時間 / ^ によって定まる。 （31)式の条件の下では，夫の選好 

関数のパラメータは（ケースA ) を充足するので，妻の保証所得乃;に対応付けられる夫の保証所 

得 パ の 領 域 は （ケースA ) に示されるように分割される。妻の保証所得れ;を夫の保証所得パの 

関数として示すと，月T 関数，H T関数が (29)式を充足するから， （ケースA ) に従つて，

I I -

ム ( i r  く n の時)

ム +  whh h { I T  <  I K  パ2* の時） （37)

IA^ { w h- v h) k h +  vhm { I l ) (パくバ* の時）

である。

同様にして，夫の保証所得 / 义を妻の保証所得の関数として示すと，月̂ 関数，孖 s 関数が 

(30)式を充足するから， （ケ ー ス B ) に従って，

I I

IA の時）

ム +  vwH dw{I l )  ( /^ *  < 1% く /  グの時） ⑶ ）

IA +  wwh w の時）

I a H w w-  v w )  h w + vwH%{rw) (ルく尸/ の時）

時時時ののの

s
 

^
 
^
 

料
^
 

/ 

/ 

/

< 

< 

<

o  ̂

o  ̂

o  ̂

o 
如 

/ 

/ 

/ 

/

時時時ののの
/ 

/

V

 

V

0
办 

0/2
o 
み 

/ 

/ 

/

< 

<r 

/ 

/
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である。

(37)式の（パ，/ 9 の軌跡を図4 に示し， （38)式の（パ，パ;）の軌跡を図5 に示した。図 4 中の乃， 

図 5 中のがと/貧は各々

I c= I a^  Whhh (39)

I c ^ I a七 Wwhw (40)

n ^ h + v wH i { n ^ )  (4i)

と定義した。

図 4 の線分 a e で示された (1%れ; )の軌跡の一部分の方程式は，

I°w=lA +  whh h +  V h {H eh(I°h) — hh)

である。
II

II b，
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図 5 の線分 b d で示された軌跡の方程式は，

I Qh= Ia +  Wwhw 十 Vw{H%( ÎQw)—hw}

で，これを変形すると，

I I —n -  — (42)

を得る。同様に図5 の線分 brc で示された軌跡の方程式は，

n = i A+ v wH dw( i ow)

で，これを変形すると，

I % — I a  =  — vw yく Û w—1 %* ) (43)

を得る。

さて，ここで， （37)式によって表される（/ t / y の軌跡の形状について考察をおこなう。序論で 

も述べたように内職をしている男子は全体の0.1%に満たなかった。このとき，図 4 によって示さ 

れる (II，I i ) の軌跡の形状について，I T に着目せよ。 も し の 値 が 夫 の 保 証 所 得 / 5；よりも大な 

らば，夫は雇用と内職の兼業就業を選択するのであるから， もしパ* の値が，家計の非就業所得 

ムよりも大である夫のいる家計があるのならば，その家計の妻が無業を選択する時，その家計の 

夫は雇用と内職の兼業就業を選択する。本稿で考察の対象とする都市型夫婦家計の母集団において , 

夫が内職と雇用の兼業就業を選択する確率は，単純化の原則よりゼロであるとする。即ち，観測さ 

れる雇用の時間当たり実質賃金率wh, wwおよび内職の時間当たり実質所得創出率vh, vwおよび， 

観測される家計の非就業所得ムのもとで，都市型夫婦家計の夫の所得一余暇の選好関数のパラメ 

一タは，

I T < I a (44)

(17)
を充足する領域にある。

2 .6 夫婦家計における連続的•非連続的就業機会の相互依存的選択

(37)式の 0 1，れ）の軌跡は，保証所得バに対して夫が選択する労働時間んより得られるので， 

夫の反応曲線と考えることができる。 （38)式の c a / y の軌跡も同様にして，妻の反応曲線と考え

( 1 7 ) これらの条件を充足するためのパラメータの領域についての具体的考察は本稿（そ の 2 )，第 4 節 

において示される。
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表 2 相手の就業の選択と自分の保証所得

妻の保証所得 夫の就業の選択 夫の保証所得 妻の就業の選択

I w = I a
t o 業 1 1 = h 虹業

I a  く く I a  + W w h  w 内職就業

I w = l A + W h h h 雇用就業 1 \  =  I A ~ ^ ~  W w h w 雇用就業

I w > l A + W h k h 雇用と内職の兼業就業 I \  >  ム  +  W w h  w 雇用と内職の兼業就業

ることができる。従って， （37)式と（38)式とを同時に充足する（/^)の値の組み合わせがただ一  

つ存在する場合には，家計の夫と妻の就業に閨する選択が決定する。

(37)式と（38)式とを同時に充足する (II，1%)の値の組み合わせがただ一つ存在する場合，1% 1% 

の値と夫および妻の就業に関する選択との対応は，表 2 に示すとおりである。

(37)， （38)式を同時に充足する（パ，/ 9 の値の組み合わせがただ一つ存在するか否か，また，た 

だ一つ存在する場合にも，（71，I V )がいかなる値の組み合わせとなるかは，夫および妻が実際に嫁 

得する就業所得と家計の非就業所得ムの和の大きさと，/ *関数群の値との大小関係によって定ま 

る。その結果を示すと次の通りである。ただし（43)， （42)式の直線の方程式の傾きをひと定義す 

る0

\ ) n < i T

i ) - l )  I ^ > I hc 

i ) - l ) - l ) l T - n < a { I hc - m  

夫無業，妻兼業

I V  —  I WC >  O l { I hc —  1 $ ) 如 つ

m く a ( I A — I%”

夫雇用，妻兼業または夫無業，妻兼業 

i) -1 )-III) I T - l wc >  a(IA ~  I eŵ )

夫雇用，妻兼業 

\ ) - 2 ) i A< r ^ < i hc < i T  

i ) - 2 ) - l ) I T - n < a { I A- r ^ )

夫雇用，妻雇用または夫無業，妻兼業

i) -2) -II) I T - I wc >  a{IA -  /Sf)

夫雇用，妻雇用

\ ) - Z ) - l ) I V - n < a ( I A- I 7 )
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夫雇用，妻内職または夫無業，妻兼業

i) - 3) - i i ) / r — バ  > w ム一尸/ )

夫雇用，妻内職 

i ) -3 0 /S f< Z 4 < /K /^ *

夫雇用，妻雇用 

i) -4) IA <  I T  <  <  1 %ネ く I hc

i ) - i ) - i ) i r - n < a { i A- m

夫雇用，妻無業または夫無業，妻兼業

i ) - A ) - u ) i r - i ^ > a ( i A- m

夫雇用，妻無業 

i) -40  JSf < I a <  iT *  < I hc< I l f  

夫雇用，妻内職 

i) -5) 1 7  く IA く iT *  <  I i*  <  I hc 

夫雇用，妻無業

i ) - ^ ) n ^ < i A< i hc < i ^

夫雇用，妻内職

i ) - 6 ) i ^ < i A< i ^ < i hc

夫雇用，妻無業

i ) - l ) I d̂ < I A

夫雇用，妻無業

ii)iA< i r < n  

i \ ) -D i hc < r ŵ

夫無業，妻兼業

ii) -2 ) I A< I 7 < I hc< Iw ^

夫無業，妻兼業 

ii) -3) Ia <  1%* <  iT *  <  I hc<  W

i i ) - Z ) - l ) I T - l A < a ( I hc- m  

夫無業，妻兼業

i i ) - 3 ) - n ) / r —ム> び(乃一/ グ)

夫雇用，妻内職または夫無業，妻兼業

i i ) - ^ ) r ŵ < i A< i hc < i ^

夫無業，妻雇用 

ii) -4) IA <  1 %ネ <  <  I t*  <  I hc
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夫雇用，妻無業または夫無業，妻兼業 

ii) -4 0 1%ネ く 1A く < I hc< I な

i i ) - ^ ) - l ) I T - l A < a { I hc - m  

夫無業，妻雇用

ii) -40 -II) I T - I a > a (Ihc— I l f )

夫雇用，妻内職または夫無業，妻雇用

ii) -5) I ê  < I A< I T  < I duT <  I hc

夫雇用，妻無業または夫無業，妻雇用 

n ) - ^ ) I ^ < I A< I hc<I1f

ii) -50 -I) F T  — Iaくa( I hc—I1f)

夫無業，妻内職 

10-50-11)

i r - I A> a { I hc- I dw，がっ

i r - i A< a { h - m

夫雇用，妻内職または夫無業，妻内職 

n ) - 5 y) - U I ) i r - l A > a ( I A~ m  

夫雇用，妻内職

i i ) - 6 ) I ^ < I A< I dw*<Ihc 

n ) - 6 ) - l ) i r - l A < a ( I A- I du^)

夫雇用，妻無業または夫無業，妻内職 

抝 -6 ) -1 1 )/? * -ム> ひ(ム一/ が）

夫雇用，妻無業

ii)-7)/グくム

夫雇用，妻無業

in) I V  < h

i n ) - l ) I hc < r w*

iii) -2)IA< I t < I hc < l T

iii) -3) IA く II? <  iT * < I hc<  I tネ

iii) -4) Ia <  <  iT * < 1%ネ < 1%

の 〜 4 )はム < / びに含まれ，この時 

夫無業，妻兼業

iii) -4，) 1 7  く Ia く I T  < I hc< I l f
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iii)-5)尸/ くムくだ* くれ* < /g

の iii) - 3，），4，），5 )は/び  < ム< 7 ^ * に含まれ，この時 

夫無業，妻雇用 

iii)-hy) l ^ < l A < I hC< I d̂

i i i ) - 6 ) I ^ < I A< I ^ < I hc

の iii)-5’)，6)は JS *くム< / グに含まれ，この時 

夫無業，妻内職

iii)-7)/グ < ム

夫雇用，妻無業

以上が， /? *，“ *，び *，ぽ *，/ ヲと，ム，乃，がとの大小関係と，都市型夫婦家計の夫と妻の就業 

機会選択との対応閨係である。夫婦家計の夫 • 妻の所得-余暇選好_ 数のパラメータか家計間で確 

率的に分布するために，夫婦家計の母集団においてム，i i n を一定に統御してもn \ i % \ n \  

i ，，i 7 の値は確率的に変動することになる。このために当該モデルにおいて以上に示した多様 

な就業選択が確率的に発生する。

本 稿 （その 2 ) では，以上の考察をもとに都市型夫婦家計における就業機会選択の確率的モデル 

を導き，夫 • 妻の就業選択の比率に関する観測値の理論的対応物をしめすことにする。さらに，そ 

の観測値によく似る理論値を生み出すように夫婦家計の夫•妻の所得一余暇選好閨数のパラメータ 

の測定をおこない，その結果について報告する。

(経済学部助教授）
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